
 

 

 

 

 

 

第８次行政改革の策定状況について 

 

 

 現在、第８次行政改革大綱等の策定に向けて、基本方針を定める中で取組を進めており

ます。１０月１１日に開催した宇治市行政改革審議会において、第８次行政改革における

具体的な方策を議論いただくため、宇治市の財政状況や今後４年間の財政見通し等をお

示しいたしましたので、同内容についてご報告します。 

あわせて、同審議会における主なご意見についてご報告します。 
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　財政見通しにおける大幅な収支不足をはじめ、予算編成における多額の基金繰入や財政の硬直化

が一層進んでいる状況をふまえて、平成２９年度に策定した財政健全化推進プランに基づき、平成

３０年度～令和３年度の４年間において、まずは人件費をはじめとした内部経費の削減を実施した

うえで、抜本的な事務事業の見直し等を進めてきました。

　こうした取組により、平成３０年度以降、基金に大きく依存することなく予算編成を行うことが

できており、経常収支比率の改善や単年度収支が３年連続で黒字となったことなども含めて、収支

不足の解消が図られるとともに、新たな施策展開に必要な財源を確保することができました。

＜収支不足の解消について＞

予算編成において収支不足を解消

　　収支不足解消にかかる主な要因 計　 △ 約１０５億円

　　　・プランに基づく４年間の取組額 　　△ 約６０億円

　　　　　　　→　人件費等の削減、個人給付やイベントなどの事務事業の見直し、

　　　　　　　　　使用料・手数料等の見直しや市有地売却等による歳入の確保など

　　　・歳入における市税の増加 　　△ 約２０億円

　　　　　　　→　法人市民税などの影響によるもの

　　　・その他の要因 　　△ 約２５億円

　　　　　　　→　公債費、投資的経費の減など

　　４年間での新たな施策展開 計　 ＋　約 ２０億円

　　　　　・新規・拡充事業などに要した経費 　　＋ 約２０億円

　　　　　　　→　高齢者施策、子育て支援の充実、防災対策

　　　　　　　　　学校・公共施設の長寿命化など

合計　 △ 約８５億円

＜基金および市債の状況について＞　

　　基金については、基金に大きく依存しない予算編成や単年度収支が黒字となったことなどに

　より、財政調整基金をはじめとする基金現在高の確保を図ることができました。

　　また、市債については、投資的経費の精査も含めて発行額の抑制に努めたことなどにより、

　公債費や現在高について、財政見通しで示す目標の範囲内に抑えることができました。

　　　　　　　 ↓

４年間の財政健全化の取組等について

（単位：億円）

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

歳入 623.4 623.0 627.1 624.5 617.9 624.8 627.0 628.7
歳出 633.9 644.4 652.0 652.5 617.9 624.8 627.0 628.7

△ 10.5 △ 21.4 △ 24.9 △ 28.0 0.0 0.0 0.0 0.0

財政見通し 実績

差引
△ 84.8 0.0

第３回宇治市行政改革審議会
令和３年１０月１１日
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人件費等の見直しに関する取組について 

 

 

＜第 7次行政改革における取組状況＞ 

 

取組項目 人件費等の削減  数値目標：９．５億円（Ｒ３年度） 

 

（１）適正な定員管理の推進 

年度 Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ 合計 

目標 ▲５ ▲５ ▲５ ▲５ ▲２０ 

削減数 ▲７ ▲２ ▲５ ▲７ ▲２１ 

※Ｒ３は４月１日時点 

 

 

（２）給与の適正化等の取組 

 

【主な取組内容】 

   ＊特別職の給料減額措置の拡大（▲５％→▲７～１０％） 

   ＊管理職員の給料減額措置の拡大（▲２～４％→▲３～５％） 

   ＊一般職員の昇給を抑制 

 

 

◇効果額見込み 

項目 数値目標等 効果額（見込み） 

適正な定員管理の推進 ４．３億円 ４．４億円 

給与の適正化等の取組 ５．２億円 ６．４億円 

人件費等の削減 ９．５億円 １０．８億円 

 

第３回宇治市行政改革審議会 

令和３年１０月１１日 
資料 資料３











                                       

 

 
 

令和３年度 第３回宇治市行政改革審議会（１０月１１日）における主な意見要旨 

意見概要 

宇治市の財政状況について 

４年間の財政健全化の取組について 

人件費等の見直しに関する取組について 

◆令和２年度の人件費増の要因を教えてください。 

 → 令和２年度以降、法改正により会計年度任用職員にかかる費用を別の費目から人件費と

して計上しているため、増加となっています。 

 

◆１０年前と比較して、令和２年度の法人市民税が１１億減少している要因を教えてください。 

 → この間、税制改正により税率が下がったことが大きな要因です。 

 

◆令和２年度の経常収支比率は９６.１％と非常に高く、財政の硬直化が進んでいることがわか

りました。義務的経費以外に使える財源に余裕がなく厳しい状況であり、大きく改善すること

は難しいが、令和４年度以降、これを上回らないことを指標の一つとして検討していただきた

い。 

 → 経常収支比率が高いと、道路整備や学校の建替えなどの投資的な経費に財源をまわせな

い状況となるため、できる限り経常収支比率を下げていく努力が必要だと考えています。 

 

◆特別職や管理職員の給料減額措置、一般職員の昇給の抑制にも取り組まれている中で、優秀

な人材の確保をしていくためには、若い職員のモチベーションを維持していく必要もあると思

いますし、結果的に市民サービスの低下につながらないよう、バランスも必要だと思います。

モチベーションの低下は生産性の面にもつながると思いますが、市の考えはどうでしょうか。 

 → 給与の適正化については、モチベーションの維持も含めて、人事評価の手当への反映な

ど国の動向、他団体の状況も見ながら取組を進めます。同時に優秀な人材を確保してい

くため、人材育成に着実に取り組むことも重要だと考えており、両面からしっかりと進

めていきます。 

 

財政見通し（令和４年度～令和７年度） 

◆前回の財政見通しの時もそうですが、今回約７０億円の収支不足を見込まれており、この数

字が独り歩きしないかどうか心配しています。あくまで財政見通しとして、今後想定される歳

出と歳入を想定したときにこれだけの財源を生み出す対策をしなければ、予算編成は厳しい状

況であるという数値であることをしっかりと市民に説明することが必要だと思います。 

 → 前回の財政見通しをお示しした時には、分かりやすいチラシの作成や様々な説明会の機

会に地域の方々に説明するなど取り組んできたが、十分に伝えきれていない反省点はあ

ります。今回もあらゆる手法で、財政見通しの意味や市の考え方について市民の皆様に

伝えられるよう検討してまいりたいと考えています。 

 

資料５



                                       

 

 
 

◆厳しい財政状況の中で、歳出に占める人件費の割合が他市に比べて高く、様々な面で高い水

準にあるように感じる部分もあります。一方で、この４年間は、使用料の値上げや補助金の見

直しなど市民に対して厳しい見直しをされているように感じます。次の財政見通しでは、約  

７０億円の財源を生み出す必要があり、これから検討することになりますが難しい課題である

と思います。 

 → 人件費の見直しについては、最優先にさらなる見直しが必要であると考えています。ま

ずは人件費をはじめとする内部改革にしっかりと取り組み、そのうえで、ＰＤＣＡサイ

クルによる時代に応じた事業への見直しも検討させていただきながら、歳入の確保にも

取り組む必要があると考えています。審議会において、ご意見をいただきながら、取り

まとめてまいりたいと考えています。 

 

その他 

◆行政改革において、人件費の見直しは大きな要素となります。人件費と業務、市民サービス

のバランスをどうとるか。現在の流れは、行政のデジタル化で解決する流れにあるため、次回

の審議会で議論したいと思います。 

 

 
 


